
様式第一号（第一条関係）                                   （Ａ４） 

１ １ ０ 

免 許 申 請 書 
（第一面） 

     宅地建物取引業法第４条第１項の規定により、同法第３条第１項の免許を申請します。 

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。 
 

      令和●●年●●月●●日 

    

鳥取県知事 殿 

  

申請者 商号又は名称  株式会社鳥取県庁不動産 

郵便番号   （６８０－８５７０） 
 

主たる事務所の 鳥取県鳥取市東町一丁目２２０番地 

所  在  地  
 

氏     名 代表取締役 鳥取 太郎     

（法人にあっては、代表者の氏名） 

電 話 番 号 （０８５７）２６－７４１１ 

ファクシミリ番号（０８５７）２６－８１１３ 
 

受付番号        受付年月日       申請時の免許証番号 

※       ※        ３ １ （ ○ ） ０ ０ ○ ○ ○ ○ 
 

（有効期間：    年  月  日～    年  月  日） 

免許の 

種 類 
 
1.新規 

2.免許換え新規 

3.更新 

免許換え後の 

免許権者コード 
※ 免許証番号 

国土交通大臣 

    知事 
（   ）第        号 

   →    ※ 免許年月日        年    月    日 

     ※ 有効期間 
       年    月    日から 

       年    月    日まで 
 

項番  ◎ 商号又は名称 

11  
フリガナ 

カ ブ シ キ カ イ シ ャ ト ッ ト リ ケ ン チ ョ ウ フ ド ウ 法人・個人の別 

 サ ン                    １ 1.法人 

2.個人 

 

商号又は 

名  称 

株 式 会 社 鳥 取 県 庁 不 動 産           

                    
 

 ◎ 代表者又は個人に関する事項 

12  役名コード ０ １  登録番号 ３ １ ― ０ ０ ● ● ● ● ―  

 フリガナ ト ッ ト リ  タ ロ ウ             

氏 名 鳥 取  太 郎                

生年月日 S ― ６ ３ 年 ● ● 月 ● ● 日 
 

 ◎ 宅地建物取引業以外に行っている  ◎ 所属している不動産業関係業界団体がある場合には 

   事業がある場合にはその種類      その名称 

13  兼
業
コ
ー
ド 

０ ５ 

 

建設業 

 

所
属
団
体
コ
ー
ド 

５ ０ 

 

 (加入:  年  月  日) 

 １ １ 不動産賃貸業    (加入:  年  月  日) 

１ ２ 不動産管理業    (加入:  年  月  日) 

◎ 資本金（千円）    (加入:  年  月  日) 

    １ ０ ０ ０ ０ ０     (加入:  年  月  日) 

億 千万 百万 十万 万 千 

確認欄 

※ 

確認欄 

※ 

・記載間違いを訂正する場合は、訂正箇所に二重線を引いて、

訂正してください。 

申請日を記入 

法人は登記簿、個人の場合

は住民票の標記に合わせて

ください 

法人の場合は役職を記入 

該当する項目を記入 

コード一覧を参照 

有効期限内の宅建士証を所

持している場合は、登録番

号を記入。 

新規申請は「５０」を記入。 

法人のみ記入。 

記 入 例 

更新・免許書換えの際に記入 

確認欄 

※ 



 

（第二面） 

１ ２ ０ 

受付番号       申請時の免許証番号 

※         （   ）       

 

 

項番  ◎ 役員に関する事項（法人の場合） 

21  役名コード ０ １  登録番号   ―       ―  

 フリガナ ト ッ ト リ  ヨ ネ コ             

氏 名 鳥 取  米 子                

生年月日 S ― ５ ５ 年 ０ ３ 月 ● ● 日 

 

 

 

21  役名コード ０ ２  登録番号 ３ １ ― ０ ０ ● ● ● ● ―  

 フリガナ ホ ウ キ  ヒ カ リ              

氏 名 伯 耆  光                 

生年月日 H ― ０ ２ 年 ０ ８ 月 ● ● 日 

 

 

 

21  役名コード ０ ２  登録番号   ―       ―  

 フリガナ イ ナ バ  ハ ク ト              

氏 名 因 幡  白 兎                

生年月日 H ― ０ ５ 年 １ ０ 月 ● ● 日 

 

 

 

21  役名コード    登録番号   ―       ―  

 フリガナ                     

氏 名                     

生年月日  ―   年   月   日 

 

 

 

21  役名コード    登録番号   ―       ―  

 フリガナ                     

氏 名                     

生年月日  ―   年   月   日 

 

 

 

 

 

 

 

確認欄 

※ 

確認欄 

※ 

確認欄 

※ 

確認欄 

※ 

確認欄 

※ 

コード一覧を参照 

有効期限内の宅建士証を所

持している場合は、登録番

号を記入。 

記 入 例 



（第三面） 

１ ３ ０ 

受付番号       申請時の免許証番号 

※         （   ）       

 

項番   

30  事務所の別 １ 1.主たる事務所 2.従たる事務所 ※ 事務所コード    

 事務所の名称 株 式 会 社 鳥 取 県 庁 不 動 産          

 

 

 

 

 ◎ 事務所に関する事項 

31  郵 便 番 号 ６ ８ ０ ― ８ ５ ７ ０  

 所在地市区町村コード ３ １ ２ ０ １    鳥取  都道府県 鳥取 市郡区    区町村 

所 在 地 
東 町 一 丁 目 ２ ２ ０ 番 地           

                    

電 話 番 号 ０ ８ ５ ７ ― ２ ６ ― ７ ４ １ １   

従事する者の数    ５ 

 

 ◎ 政令第2条の2で定める使用人に関する事項 

32  登録番号   ―       ―   

 フリガナ                     

氏 名                     

生年月日  ―   年   月   日 

 

◎ 専任の宅地建物取引士に関する事項 

41  登録番号 ３ １ ― ０ ０ ● ● ● ● ―   

 フリガナ クラヨシ リツコ 

氏 名 倉吉 律子 

生年月日 S ― ５０ 年 ５ 月 ●● 日 

 

 

41  登録番号   ―       ―   

  フリガナ  

氏 名  

生年月日  ―  年  月  日 

 

 

41  登録番号   ―       ―   

  フリガナ  

氏 名  

生年月日  ―  年  月  日 

 

 

 

確認欄 

※ 

確認欄 

※ 

確認欄 

※ 

確認欄 

※ 

確認欄 

※ 

主たる事務所は商号を記入 

従たる事務所は店舗名を記入 

添付書類（３）、（８）の従業員数と一致 

本店においては、申請者である代表取締役が他の法人の代表者等を兼務してい

て、常勤できないときに設置するもの。常勤できる場合は空欄。 

 

※「政令第２条の２で定める使用人」とは、宅地建物取引業に関し、外部に対し

てはその事務所を代表し、内部においては事務所の業務を統括する者のことで

す。（例：支配人、支店長、所長等） 

記 入 例 



（第四面） 

１ ４ ０ 

受付番号       申請時の免許証番号 

※         （   ）       

 

項番   

30  事務所の名称   ※ 事務所コード    

 

 

 

 

◎ 専任の宅地建物取引士に関する事項（続き） 

41  登録番号   ―       ―   

  フリガナ  

氏 名  

生年月日  ―  年  月  日 

 

 

 

41  登録番号   ―       ―   

  フリガナ  

氏 名  

生年月日  ―  年  月  日 

 

 

 

41  登録番号   ―       ―   

  フリガナ  

氏 名  

生年月日  ―  年  月  日 

 

 

 

41  登録番号   ―       ―   

  フリガナ  

氏 名  

生年月日  ―  年  月  日 

 

 

 

41  登録番号   ―       ―   

  フリガナ  

氏 名  

生年月日  ―  年  月  日 

 

 

 

確認欄 

※ 

確認欄 

※ 

確認欄 

※ 

確認欄 

※ 

確認欄 

※ 

記 入 例 



（第五面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 手数料の納入領収書等張り付け欄 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 鳥取県知事免許の申請（新規・免許換え・更新）の場合は、３３，０００円分の

鳥取県に手数料を貼付けしてください。 

 

 

※免許が発行されるまでに第一面から第四面の記載事項に変更があると、申請を取

り下げたのち、再申請していただくことになります。 

その場合、貼付した鳥取県収入証紙３３，０００円はお返しできません。 

 

また、審査の結果免許できないと判断された場合も、手数料を３３，０００円に

ついてはお返しできません。（一度、申請された免許申請は返却できません。） 

 

記 入 例 



【コード一覧（参考）】 

【役員コードについて】 

「役員コードの欄は、下表により該当する役名のコードを記入してください。 

ア 個人の場合は記入しないでください 

イ 代表取締役が複数存在するときには、そのすべての者について「０１」を記入してください。 

ウ 農業協同組合法等に基づく代表理事の場合には、「０１」を記入してください。 

 

01 代表取締役 ０５ 社員 １３ 代表執行役 

02 取締役 ０７ 理事 １４ 執行役 

03 監査役 ０８ 監事 １５ 会計参与 

04 代表社員 ０９ その他     

 

【兼業コードについて】 

 「兼業コード」の欄は、下表より該当する事業のコードを記入すること。なお、宅地建物取引業以外に行っ

ている事業がない場合は「５０」を記入してください。 

50 兼業なし 04 鉱業 08 運輸・通信業 １２ 不動産管理業
01 農業 05 建設業 ０９ 卸売・小売業、飲食店１３ サービス業
02 林業 06 製造業 １０ 金融・保険業 １４ その他
03 漁業 07 電気・ガス・熱供給・水道業１１ 不動産賃貸業

 

 

【所属団体コード】 

  「所属団体コード」の欄は、下表より該当する所属団体のコードを記入すること。なお、所属している不動

産業関係団体がない場合は、「５０」を記入してください。 

50 所属なし １０ （一社）不動産協会
01 （一社）マンション管理業協会 06 （一社）不動産流通経営協会

04
（公社）全国宅地建物取引業協会連合会
の会員である各協会

07 その他

05 （公社）全日本不動産協会 08
（一社）全国住宅産業協会又はその会員であ
る各協会

09
（一社）日本ビルヂング協会連合会の会
員である各協会

 

【元号】 

  「元号」は次のとおり記入してください。 

    

M 明治 S 昭和 R 令和
T 大正 H 平成

 



 


